
 専決第 ２ 号 

 

令和７年度舞鶴市一般会計補正予算（第１０号）の専決処分について 

 

 地方自治法第179条第1項の規定により、令和７年度舞鶴市一般会計補正予算（第１０号）について次のとおり専決処分する。 

 

 

 

令和８年３月３１日 

 

舞鶴市長 鴨 田 秋 津 

 

 

 

 

 

令和７年度舞鶴市一般会計補正予算（第１０号） 

 

 令和７年度舞鶴市の一般会計補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表

歳入歳出予算補正」による。 

 

（地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 
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　歳　入 (単位：千円）

1 市 税 11,438,700 130,000 11,568,700

1 市 民 税 4,584,600 130,000 4,714,600

3 利 子 割 交 付 金 7,900 15,047 22,947

1 利 子 割 交 付 金 7,900 15,047 22,947

4 配 当 割 交 付 金 108,300 19,853 128,153

1 配 当 割 交 付 金 108,300 19,853 128,153

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 161,800 26,766 188,566

1 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 161,800 26,766 188,566

6 法 人 事 業 税 交 付 金 200,900 13,493 214,393

1 法 人 事 業 税 交 付 金 200,900 13,493 214,393

7 地 方 消 費 税 交 付 金 1,990,800 151,176 2,141,976

1 地 方 消 費 税 交 付 金 1,990,800 151,176 2,141,976

13 地 方 交 付 税 8,421,334 449,543 8,870,877

1 地 方 交 付 税 8,421,334 449,543 8,870,877

21 繰 入 金 1,795,952 △ 9,778 1,786,174

1 繰 入 金 1,795,952 △ 9,778 1,786,174

24 市 債 4,840,100 △ 796,100 4,044,000

1 市 債 4,840,100 △ 796,100 4,044,000

45,815,390 0 45,815,390

第 １ 表   歳 入 歳 出 予 算 補 正　

補 正 前 の 額 補　　正　　額 計款 項

 歳　　　　　　入　　　　　　合　　　　　　計 
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（単位：千円）

2 総 務 費 6,979,253 0 6,979,253

1 総 務 管 理 費 6,077,242 0 6,077,242

2 徴 税 費 414,269 0 414,269

3 民 生 費 15,087,659 0 15,087,659

1 社 会 福 祉 費 7,637,175 0 7,637,175

2 児 童 福 祉 費 5,806,082 0 5,806,082

4 衛 生 費 3,503,547 0 3,503,547

1 保 健 衛 生 費 1,020,228 0 1,020,228

2 清 掃 費 1,697,468 0 1,697,468

6 農 林 水 産 業 費 1,073,200 0 1,073,200

1 農 業 費 483,878 0 483,878

2 林 業 費 285,601 0 285,601

3 水 産 業 費 303,721 0 303,721

7 商 工 費 1,237,444 0 1,237,444

1 商 工 費 1,237,444 0 1,237,444

8 土 木 費 4,326,160 0 4,326,160

2 道 路 橋 り ょ う 費 1,489,560 0 1,489,560

3 河 川 費 142,248 0 142,248

5 都 市 計 画 費 2,238,720 0 2,238,720

6 住 宅 費 349,894 0 349,894

　歳　出

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項
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（単位：千円）

9 消 防 費 3,665,189 0 3,665,189

1 消 防 費 3,665,189 0 3,665,189

10 教 育 費 5,955,442 0 5,955,442

1 教 育 総 務 費 682,999 0 682,999

2 小 学 校 費 1,293,744 0 1,293,744

3 中 学 校 費 1,239,925 0 1,239,925

5 社 会 教 育 費 1,730,587 0 1,730,587

6 保 健 体 育 費 258,604 0 258,604

45,815,390 0 45,815,390 歳　　　　　　出　　　　　　合　　　　　　計 

補　　正　　額 計補 正 前 の 額款 項
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（単位：千円）

起債の方法 利 率 償還の 方法 起債の方法 利 率 償還の 方法

市民交流施設
整備事業費

2,300

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

3,200

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

赤れんがパー
ク整備事業費

56,700 同 上 同 上 同 上 同 上 48,600 同 上 同 上 同 上 同 上

赤れんが周辺
等まちづくり
事業費

91,600 同 上 同 上 同 上 同 上 60,500 同 上 同 上 同 上 同 上

北近畿タンゴ
鉄道基盤整備
補助金

78,000 同 上 同 上 同 上 同 上 73,600 同 上 同 上 同 上 同 上

高齢者福祉施
設等改修事業
費

7,900 同 上 同 上 同 上 同 上 7,400 同 上 同 上 同 上 同 上

児童福祉施設
整備事業費

15,700 同 上 同 上 同 上 同 上 3,700 同 上 同 上 同 上 同 上

斎場整備事業
費

83,200 同 上 同 上 同 上 同 上 74,800 同 上 同 上 同 上 同 上

最終処分場整
備事業費

5,300 同 上 同 上 同 上 同 上 3,400 同 上 同 上 同 上 同 上

第 ２ 表   地 方 債 補 正（ 変 更 ）

起債の 目的
補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額
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（単位：千円）

起債の方法 利 率 償還の 方法 起債の方法 利 率 償還の 方法
起債の 目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

清掃事務所整
備事業費

116,000

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

81,600

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

リサイクルプ
ラザ整備事業
費

85,900 同 上 同 上 同 上 同 上 62,300 同 上 同 上 同 上 同 上

し尿処理施設
整備事業費

35,700 同 上 同 上 同 上 同 上 24,400 同 上 同 上 同 上 同 上

土地改良事業
負担金

19,800 同 上 同 上 同 上 同 上 18,900 同 上 同 上 同 上 同 上

中丹地域有害
鳥獣処理施設
整備事業費負
担金

7,600 同 上 同 上 同 上 同 上 4,000 同 上 同 上 同 上 同 上

漁港整備事業
費

35,000 同 上 同 上 同 上 同 上 30,300 同 上 同 上 同 上 同 上

漁港海岸保全
施設整備事業
費

32,900 同 上 同 上 同 上 同 上 32,000 同 上 同 上 同 上 同 上

道路橋りょう
改良費

528,900 同 上 同 上 同 上 同 上 426,800 同 上 同 上 同 上 同 上
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（単位：千円）

起債の方法 利 率 償還の 方法 起債の方法 利 率 償還の 方法
起債の 目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

河川改修費 76,600

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

69,500

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

中心市街地活
性化事業費

66,800 同 上 同 上 同 上 同 上 59,100 同 上 同 上 同 上 同 上

街路整備事業
費

49,900 同 上 同 上 同 上 同 上 48,100 同 上 同 上 同 上 同 上

公園施設整備
事業費

24,700 同 上 同 上 同 上 同 上 17,500 同 上 同 上 同 上 同 上

消防施設整備
事業費

1,925,300 同 上 同 上 同 上 同 上 1,934,100 同 上 同 上 同 上 同 上

防災施設等整
備事業費

4,300 同 上 同 上 同 上 同 上 4,000 同 上 同 上 同 上 同 上

小学校整備費 246,700 同 上 同 上 同 上 同 上 104,200 同 上 同 上 同 上 同 上

中学校整備費 311,700 同 上 同 上 同 上 同 上 173,800 同 上 同 上 同 上 同 上

社会教育施設
整備事業費

192,200 同 上 同 上 同 上 同 上 192,400 同 上 同 上 同 上 同 上

中央図書館整
備事業費

361,700 同 上 同 上 同 上 同 上 303,700 同 上 同 上 同 上 同 上
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（単位：千円）

起債の方法 利 率 償還の 方法 起債の方法 利 率 償還の 方法
起債の 目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

保健体育施設
整備費

87,300

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

78,000

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

辺地対策事業
費

122,600 同 上 同 上 同 上 同 上 100,500 同 上 同 上 同 上 同 上

庁舎整備事業
費

2,800 同 上 同 上 同 上 同 上

総合文化会館
整備事業費

6,300 同 上 同 上 同 上 同 上

市税等デジタ
ル活用事業費

8,300 同 上 同 上 同 上 同 上

私立認定こど
も園等施設整
備事業費補助
金

18,400 同 上 同 上 同 上 同 上

放課後児童ク
ラブ整備事業
費

400 同 上 同 上 同 上 同 上

農地台帳デジ
タル活用事業
費

800 同 上 同 上 同 上 同 上
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（単位：千円）

起債の方法 利 率 償還の 方法 起債の方法 利 率 償還の 方法
起債の 目的

補 正 前 補 正 後

限 度 額 限 度 額

商工観光セン
ター改修事業
費

1,000

ただし発行価
格が額面を下
まわるとき
は､その発行
価格差減額を
うめるため必
要な金額をこ
れに加算した
額

証書借入又は
証券発行、た
だし証券発行
の方法による
場合において
は､発行価格
は額面金額
100円につき
99円以上とす
る。

  5.0 % 以内
ただし、利率
見直し方式に
よる借り入れ
について、利
率の見直しを
行った後にお
いては、当該
見直し後の利
率

公的資金につ
いては､その
融通条件によ
り、民間等資
金の場合に
は､その債権
者と協定する
ものとする｡
ただし､市財
政の都合によ
り据置期間及
び償還期限を
短縮し､もし
くは繰上償還
又は低利に借
換することが
できる｡

消費生活相談
デジタル活用
事業費

300 同 上 同 上 同 上 同 上

公営住宅整備
事業費

124,600 同 上 同 上 同 上 同 上

教育支援セン
ター整備事業
費

1,300 同 上 同 上 同 上 同 上

計 4,840,100 4,044,000
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（歳　入） （単位：千円）

1 市税 11,438,700 130,000 11,568,700

3 利子割交付金 7,900 15,047 22,947

4 配当割交付金 108,300 19,853 128,153

5 株式等譲渡所得割交付金 161,800 26,766 188,566

6 法人事業税交付金 200,900 13,493 214,393

7 地方消費税交付金 1,990,800 151,176 2,141,976

13 地方交付税 8,421,334 449,543 8,870,877

21 繰入金 1,795,952 △9,778 1,786,174

24 市債 4,840,100 △796,100 4,044,000

45,815,390 0 45,815,390　　 歳　　　　入　　　　合　　　　計  

歳 入 歳 出 補 正 予 算 事 項 別 明 細 書

款 補正前の額 補　正　額

１.　総　　括

計
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（歳　出） （単位：千円）

2 総務費 6,979,253 0 6,979,253 △ 60,800 60,800

3 民生費 15,087,659 0 15,087,659 △ 31,300 31,300

4 衛生費 3,503,547 0 3,503,547 △ 79,600 79,600

6 農林水産業費 1,073,200 0 1,073,200 △ 18,600 18,600

7 商工費 1,237,444 0 1,237,444 △ 1,300 1,300

8 土木費 4,326,160 0 4,326,160 △ 264,200 264,200

9 消防費 3,665,189 0 3,665,189 8,500 △ 8,500

10 教育費 5,955,442 0 5,955,442 △ 348,800 348,800

45,815,390 0 45,815,390 △ 796,100 796,100

地 方 債

補正前の額 補　正　額

補 正 額 の 財 源 内 訳

款
一 般 財 源

歳　　出　　合　　計

特 定 財 源

そ の 他

計

国 庫 支 出 金 府 支 出 金
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2.  歳　入
(款)  1.市税 (項)  1.市民税 （単位：千円）

 1 個人 4,100,800 130,000 4,230,800  1 現年課税分 130,000 所得割 130,000

4,584,600 130,000 4,714,600

(款)  3.利子割交付金 (項)  1.利子割交付金

 1 利子割交付金 7,900 15,047 22,947  1 利子割交付金 15,047 利子割交付金 15,047

7,900 15,047 22,947

(款)  4.配当割交付金 (項)  1.配当割交付金

 1 配当割交付金 108,300 19,853 128,153  1 配当割交付金 19,853 配当割交付金 19,853

108,300 19,853 128,153

(款)  5.株式等譲渡所得割交付金 (項)  1.株式等譲渡所得割交付金

 1 株式等譲渡所得割交付金 161,800 26,766 188,566  1 株式等譲渡所得割交 26,766 株式等譲渡所得割交付金 26,766

付金

161,800 26,766 188,566

(款)  6.法人事業税交付金 (項)  1.法人事業税交付金

 1 法人事業税交付金 200,900 13,493 214,393  1 法人事業税交付金 13,493 法人事業税交付金 13,493

200,900 13,493 214,393

(款)  7.地方消費税交付金 (項)  1.地方消費税交付金

 1 地方消費税交付金 1,990,800 151,176 2,141,976  1 地方消費税交付金 151,176 地方消費税交付金 151,176

1,990,800 151,176 2,141,976

(款) 13.地方交付税 (項)  1.地方交付税

 1 地方交付税 8,421,334 449,543 8,870,877  1 地方交付税 449,543 特別交付税 449,543

8,421,334 449,543 8,870,877

(款) 21.繰入金 (項)  1.繰入金

 2 財政調整積立金繰入金 850,776 △9,778 840,998  1 財政調整積立金繰入 △9,778 財政調整積立金繰入金 △9,778

金

計

計

計

計

計

説　　                  明

計

計

補　正　額 計
節

金　　額区　　分
補正前の額

科　　　　　目

目
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（単位：千円）

1,795,952 △9,778 1,786,174

(款) 24.市債 (項)  1.市債

 1 総務債 246,000 △60,100 185,900  1 総務債 △60,100 総務債 △60,100

 2 民生債 42,400 △31,300 11,100  1 社会福祉債 △500 社会福祉債 △500

 2 児童福祉債 △30,800 児童福祉債 △30,800

 3 衛生債 326,100 △79,600 246,500  1 保健衛生債 △8,400 保健衛生債 △8,400

 2 清掃債 △71,200 清掃債 △71,200

 4 農林水産業債 99,700 △10,900 88,800  1 農業債 △1,700 農業債 △1,700

 2 林業債 △3,600 林業債 △3,600

 3 水産業債 △5,600 水産業債 △5,600

 5 商工債 1,300 △1,300 0  1 商工債 △1,300 商工債 △1,300

 6 土木債 871,500 △250,500 621,000  1 道路橋りょう債 △102,100 道路橋りょう債 △102,100

 2 河川債 △7,100 河川債 △7,100

 3 都市計画債 △16,700 都市計画債 △16,700

 4 住宅債 △124,600 公営住宅債 △124,600

 7 消防債 1,929,600 8,500 1,938,100  1 消防債 8,500 消防債 8,500

 8 教育債 1,200,900 △348,800 852,100  1 教育総務債 △1,300 教育総務債 △1,300

 2 小学校債 △142,500 小学校債 △142,500

 3 中学校債 △137,900 中学校債 △137,900

 4 社会教育債 △57,800 社会教育債 △57,800

 5 保健体育債 △9,300 保健体育債 △9,300

 9 辺地債 122,600 △22,100 100,500  1 辺地債 △22,100 辺地債 △22,100

4,840,100 △796,100 4,044,000計

金　　額区　　分
補正前の額

科　　　　　目

計

目
説　　                  明補　正　額 計

節
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3.  歳　出
(款)　 2.総務費 (項)　 1.総務管理費 （単位：千円）

 1 一般管理費 3,190,759 0 3,190,759 △900 900

 2 財産管理費 904,548 0 904,548 △1,900 1,900

 3 地域づくり推 171,336 0 171,336 200 △200

進費

 4 文化振興費 116,775 0 116,775 △6,300 6,300

 5 歴史資産を活 249,889 0 249,889 △8,100 8,100

かしたまちづ

くり推進費

 6 開発促進費 703,866 0 703,866 △31,100 31,100

 8 交通対策費 358,030 0 358,030 △4,400 4,400

6,077,242 0 6,077,242 △52,500 52,500

(款)　 2.総務費 (項)　 2.徴税費

 2 賦課費 97,414 0 97,414 △7,900 7,900

 3 徴収費 11,209 0 11,209 △400 400

414,269 0 414,269 △8,300 8,300

(款)　 3.民生費 (項)　 1.社会福祉費

 5 老人福祉費 3,055,866 0 3,055,866 △500 500

7,637,175 0 7,637,175 △500 500

(款)　 3.民生費 (項)　 2.児童福祉費

 1 児童福祉総務 181,446 0 181,446 △12,000 12,000

費

 2 児童福祉措置 4,682,309 0 4,682,309 △18,400 18,400

費

 3 子育て支援費 300,091 0 300,091 △400 400

5,806,082 0 5,806,082 △30,800 30,800

計

計

計

計

区　　分
説　　   明補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
補正前の額

科　　目

目
金   額

国庫支出金 府 支 出 金 地 方 債

節

そ の 他

特 定 財 源
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(款)　 4.衛生費 (項)　 1.保健衛生費 （単位：千円）

 4 斎場費 133,696 0 133,696 △8,400 8,400

1,020,228 0 1,020,228 △8,400 8,400

(款)　 4.衛生費 (項)　 2.清掃費

 2 塵芥処理費 529,790 0 529,790 △1,900 1,900

 3 清掃事務所管 462,672 0 462,672 △34,400 34,400

理費

 4 リサイクル事 327,379 0 327,379 △23,600 23,600

務所管理費

 5 し尿処理費 179,654 0 179,654 △11,300 11,300

1,697,468 0 1,697,468 △71,200 71,200

(款)　 6.農林水産業費 (項)　 1.農業費

 1 農業委員会費 14,424 0 14,424 △800 800

 5 農地費 149,151 0 149,151 △900 900

483,878 0 483,878 △1,700 1,700

(款)　 6.農林水産業費 (項)　 2.林業費

 2 林業振興費 217,281 0 217,281 △3,600 3,600

285,601 0 285,601 △3,600 3,600

(款)　 6.農林水産業費 (項)　 3.水産業費

 2 水産業振興費 119,165 0 119,165 △7,700 7,700

 3 漁港管理費 163,681 0 163,681 △5,600 5,600

303,721 0 303,721 △13,300 13,300

(款)　 7.商工費 (項)　 1.商工費

 3 商工振興費 814,441 0 814,441 △1,000 1,000

 5 消費生活対策 4,925 0 4,925 △300 300

費

特 定 財 源

計

計

計

計

計

目

説　　   明

節

区　　分
国庫支出金

計
金   額

補 正 額 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
そ の 他府 支 出 金 地 方 債

補正前の額 補　正　額
科　　目
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（単位：千円）

1,237,444 0 1,237,444 △1,300 1,300

(款)　 8.土木費 (項)　 2.道路橋りょう費

 2 道路維持費 359,191 0 359,191 △13,200 13,200

 3 道路新設改良 853,059 0 853,059 △71,837 71,837

費

 4 橋りょう費 199,455 0 199,455 △29,063 29,063

1,489,560 0 1,489,560 △114,100 114,100

(款)　 8.土木費 (項)　 3.河川費

 1 河川総務費 142,248 0 142,248 △7,100 7,100

142,248 0 142,248 △7,100 7,100

(款)　 8.土木費 (項)　 5.都市計画費

 1 都市計画総務 246,582 0 246,582 △7,700 7,700

費

 2 街路事業費 64,136 0 64,136 △1,800 1,800

 4 公園費 240,690 0 240,690 △8,900 8,900

2,238,720 0 2,238,720 △18,400 18,400

(款)　 8.土木費 (項)　 6.住宅費

 1 住宅管理費 203,512 0 203,512 △36,100 36,100

 2 住宅建設費 146,382 0 146,382 △88,500 88,500

349,894 0 349,894 △124,600 124,600

(款)　 9.消防費 (項)　 1.消防費

 3 消防施設費 2,278,718 0 2,278,718 8,000 △8,000

 5 災害対策費 61,869 0 61,869 500 △500

3,665,189 0 3,665,189 8,500 △8,500

計

計

計

計

計

計

一 般 財 源 区　　分 金   額
目 国庫支出金 府 支 出 金 地 方 債 そ の 他

科　　目
補正前の額 補　正　額 計

補 正 額 の 財 源 内 訳 節

説　　   明特 定 財 源
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(款)　10.教育費 (項)　 1.教育総務費 （単位：千円）

 2 事務局費 659,094 0 659,094 △1,300 1,300

682,999 0 682,999 △1,300 1,300

(款)　10.教育費 (項)　 2.小学校費

 1 学校管理費 971,923 0 971,923 △31,600 31,600

 3 学校建設費 223,465 0 223,465 △110,900 110,900

1,293,744 0 1,293,744 △142,500 142,500

(款)　10.教育費 (項)　 3.中学校費

 1 学校管理費 770,365 0 770,365 △3,000 3,000

 3 学校建設費 400,741 0 400,741 △134,900 134,900

1,239,925 0 1,239,925 △137,900 137,900

(款)　10.教育費 (項)　 5.社会教育費

 2 公民館費 174,644 0 174,644 200 △200

 3 図書館費 816,395 0 816,395 △58,000 58,000

1,730,587 0 1,730,587 △57,800 57,800

(款)　10.教育費 (項)　 6.保健体育費

 1 保健体育総務 101,381 0 101,381 △1,700 1,700

費

 2 体育館費 157,223 0 157,223 △7,600 7,600

258,604 0 258,604 △9,300 9,300

計

計

計

計

計

国庫支出金

計
金   額

補 正 額 の 財 源 内 訳

一 般 財 源
そ の 他

特 定 財 源

府 支 出 金 地 方 債

補正前の額 補　正　額
科　　目

目

説　　   明

節

区　　分
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　補正予算(第10号)地方債の前前年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

（単位：千円）

補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額 補正前の額 補 正 額 補正後の額

1 普　通　債 33,593,605 － 33,593,605 32,329,949 △33,000 32,296,949 4,840,100 △796,100 4,044,000 3,387,328 － 3,387,328 33,782,721 △829,100 32,953,621

(１) 総 務 2,223,669 － 2,223,669 2,236,851 △11,200 2,225,651 246,000 △60,100 185,900 262,932 － 262,932 2,219,919 △71,300 2,148,619

(２) 民 生 919,470 － 919,470 879,625 － 879,625 42,400 △31,300 11,100 102,374 － 102,374 819,651 △31,300 788,351

(３) 保 健 衛 生 4,739,143 － 4,739,143 4,421,252 － 4,421,252 326,100 △79,600 246,500 375,235 － 375,235 4,372,117 △79,600 4,292,517

(５) 農 林 水 産 業 613,554 － 613,554 628,736 △800 627,936 99,700 △10,900 88,800 46,570 － 46,570 681,866 △11,700 670,166

(６) 商 工 44,237 － 44,237 38,805 － 38,805 1,300 △1,300 0 5,110 － 5,110 34,995 △1,300 33,695

(７) 土 木 5,523,014 － 5,523,014 5,251,284 △6,500 5,244,784 746,900 △125,900 621,000 719,179 － 719,179 5,279,005 △132,400 5,146,605

(８) 公 営 住 宅 1,333,249 － 1,333,249 1,215,895 － 1,215,895 124,600 △124,600 0 104,297 － 104,297 1,236,198 △124,600 1,111,598

(９) 消 防 782,807 － 782,807 1,053,414 － 1,053,414 1,929,600 8,500 1,938,100 88,320 － 88,320 2,894,694 8,500 2,903,194

(10) 教 育 2,413,231 － 2,413,231 2,824,006 △10,600 2,813,406 559,700 △281,700 278,000 176,580 － 176,580 3,207,126 △292,300 2,914,826

(11) 体 育 施 設 100,310 － 100,310 133,751 △2,400 131,351 87,300 △9,300 78,000 7,976 － 7,976 213,075 △11,700 201,375

(12) 社会教育施設 220,438 － 220,438 341,592 － 341,592 553,900 △57,800 496,100 22,645 － 22,645 872,847 △57,800 815,047

(13) 辺 地 対 策 630,327 － 630,327 564,548 △1,500 563,048 122,600 △22,100 100,500 121,215 － 121,215 565,933 △23,600 542,333

34,260,918 － 34,260,918 32,916,163 △33,000 32,883,163 4,840,100 △796,100 4,044,000 3,462,730 － 3,462,730 34,293,533 △829,100 33,464,433合　　　　計

区　　　　 　 分
前 前 年 度 末 現 在 高 前 年 度 末 現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 増 減 見 込 み
当 該 年 度 末 現 在 高 見 込 額

当 該 年 度 中 起 債 見 込 額 当 該 年 度 中 元 金 償 還 見 込 額
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